
 

 

平成 28年度一般会計決算の状況 

１ 歳入 

 

歳入は、前年度に比べて 30億円増えて 2,070億円となった。 

特別区税が 12億円の増であったが、地方消費税交付金等の各種交付金

が 17億円の減となった。 

一方、施設整備のために積み立てていた基金を取り崩して、活用した

ことにより、繰入金が 35億円の増となった。                           

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※その他の内訳（単位：百万円） 

利子割交付金 162 

株式等譲渡所得割交付金 308 

ゴルフ場利用税交付金 4 

交通安全対策特別交付金 56 

財産収入 154 

寄附金 52 

繰越金 4,165 

諸収入 2,408 

合計 7,309 

特別区税 44,973 

(21.7%)

地方譲与税 779 

(0.4%)

配当割交付金 529 

(0.3%)

地方消費税交付金

11,235 (5.4%)

自動車取得税交付金

355 (0.2%)

地方特例交付金 357 

(0.2%)

特別区交付金 67,730 

(32.7%)

分担金及び負担金

3,697 (1.8%)

使用料及び手数料

5,065 (2.4%)

国庫支出金

45,107 

(21.8%)

都支出金 13,161 

(6.4%)

繰入金 3,679 

(1.8%)

特別区債 2,984 

(1.4%)

その他 7,309 

(4.3%)

総 額

206,960

(100%)



 

 

 

２ 歳出 

 

歳出は、前年度に比べて 28億円増えて 2,026億円となった。 

福祉費は、私立保育所の保育運営費や障がい者の自立支援給付などの

増により、51億円の増で、全体に占める割合は 59.4％となった。 

一方、教育費は中台中学校改築の終了などにより、11億円の減、借金

に対する返済金である公債費は、借入金残高の減少により、19億円の減

となった。 

                              （単位：百万円） 

議会費 903 (0.4%)

総務費

20,983 

(10.4%)

福祉費 120,456 

(59.4%)衛生費 7,057 

(3.5%)

資源環境費 7,674 

(3.8%)

産業経済費 1,311 

(0.6%)

土木費 11,347 

(5.6%)
教育費 26,059 

(12.9%)

公債費 4,154 

(2.1%)

諸支出金 2,686 (1.3%)

総 額

202,630

(100%)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

３ 経常収支比率の推移について 

 

 

財政構造の弾力性（ゆとり）を見るための指標が経常収支比率である。

この割合が低いほど、財政にゆとりがあり、様々な状況の変化に柔軟に

対応できることを示すものである。適正な水準としては、おおむね 70～

80％が標準的な数値と言われている。 

経常収支比率は世界同時不況の影響により、平成 22・23年度決算では

90％を超えた。その後、27 年度までは景気回復に伴う歳入増により、比

率は改善したが、28年度は、保育所待機児童対策などの経費の増により、

比率は 83.5％、前年度比 0.3ポイント悪化している。 

 今後、益々見込まれる保育所待機児対策や高齢化による社会保障費の

増大など、様々な課題に取り組んでいくために、経費の抑制を図り、区

税等の収入率の向上や国庫支出金などの収入の確保に引き続き努めてい

く。 
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４ 主な積立基金残高の推移について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基金は、長期的視点に立って、財政の健全な運営を図るため、将来の

行政需要に備えて設けるもので、一般的には、家庭における貯蓄にあた

るものである。 

 基金には、特定の目的のために積み立てる「積立基金」があり、その

主なものとして、経済情勢の変動等によって、財源が不足する場合など

に取り崩し、年度間の財源の不均衡を調整する「財政調整基金」、将来的

な施設の改築等に活用する「義務教育施設整備基金」と「公共施設等整

備基金」がある。 

 世界同時不況の影響を受け、平成 21年度以降、主要な財源である特別

区交付金や特別区税の急減により、財源不足が常態化したため、財政調

整基金や義務教育施設整備基金などの繰入れにより、予算編成を行って

きたことから、残高が減少傾向にあった。 

 平成 25年度以降、景気回復傾向を受け、急激な財政状況の悪化に備え、

優先して財政調整基金の積み増しを行った結果、平成 28年度末の残高は、

23年度末と比較し大幅に増加した。 

29 年度予算では財政調整基金から 21 億 91 百万円、義務教育施設整備

基金や公共施設等整備基金などから 29 億 60 百万円余を繰り入れること

になっている。 
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※28 年度までは決算額、29 年度は当初予算時点で見込まれる 29 年度末残高 


